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公共料金，間接税の設定と公共財供給*

森 統

I 序

民間部門と，公益事業や公共財供給等を行う公共部門の併存する経済におい

て，一括固定額税が完全に利用可能ならば，民間部門が完全競争に従う限り，

政府は，公益事業において限界費用価格を採用 L その他の公共支山において

も，資源配分に歪みを与える間接税等を用いずに「最善(五rstbest)J の社会

的最適を達成できることはよ〈知られている。しかしながら，現実問題として

一括同定額税の利用可能性には様々な点で限界があり，公益事業は特定の収支

制約に従わねばならず，また，公共予算の調達に間接税の手段が必要になるこ

とがしばしば指摘されてきた。このように限定された政策手段の下では，得ら

れる解は「次善 (secondbest)Jの解とならざるを得ない。公益事業の価格設

定および間接税賦課における「次善」の理論は，特定の収支制約の下で価格と

限界費用との最適霜離を求める形式的設定で Ramsey(1927)， Boiteux (1971) 

の貢献を土台に展開されてきた。 (Baumoland Bradford (1970)， Diamond 

and Mirr lees (1971)， Dasgupta and Stiglitz [1971)， Dixit [1970)， Dretze 

and Marchand [1976)， Bernard [1977))これらの文献においては，公共料

金か，間接税かのいずれか一方のみを分析の対象にしているが，両者を同時に

政府の予算制約に組み込み最適化をはかる場合も最適条件の基本的様式は変わ

らない。事ラ<， Hagen (1979)， Atkinson and Stiglitz (1980) によりそれら

キ 本稿は理論計量経済学会西部部会 (19曲年6月，香川じた〉における報告に基づいている。有

益なコメントをいただいた白井正敏助教授，岸本哲也教授，本間正明教授，また1 適切た指導と

尉言をいただいた山田浩之教授，松沢俊雄助教授には厚〈感謝申し上げる。あり得べき誤りは，

j任論筆者の責であるロ
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の条件が与えられている。本稿では， Atkinson and Stiglitz のモデルを発展

させ，公共財の生産を導入するとともに，公益事業体(公企業〉は独自の収支

制約に従い，間接税は，公共財生産のための投入財調達にむけられ，公益事業

とは独立の収支制約に服するそデノレを設定する。そこでは，政府部門において

予算制約が 2つ存在することになるが，これは現実に公益事業部門と公共財生

産部門への予算〔補助〉の配分が，政治的交渉あるいは制度的慣行により決定

され，経済効率に従ってなされるとは限らないことを反映している。例えば，

各部門が個別に収支相償の原則を採用する場合が己れに相当する。 ζ のような

設定の下に，最適な公共料金，間接税の満たすべき条件を導出するが3 本稿で

得られる主要な結論は，公共財の最適供給に関してである。公共財の生産費用

が間接税により調達されるならば，限界便益と限界費用の均等で示される伝統

的な最適ノレーノレの採用は，間接税賦課による「間接的損害(indirect dam-

age)Jを無視するので公共財の真の便益を過大評価し，公共財は過大供給につ

ながることが Pigou[1947Jにより示唆された。これに対して Atkinsonand 

Stern [1974J を代表とする他の論者は， Pigou と逆の結論を得るケ一見を指

摘した。本稿は，この議論に関して新たな着眼点を示すものであり，特に，政

府が独立の予算制約を 2つもつことから公益事業部門の供給する公共財生産の

ための投入財の価格が限界費用から弟離し，これが公共財の便益尺度を上方に

改定するような状況を示す。

本稿のモデノレはE節で詳述される。 E節において社会的最適化問題が与えら

れ，公共料金，間接税および所得分配の最適条件が得られる。 N節は，公共財

生産のための中間投入財の価格設定が論じられ，予算配分との関連が検討され

る。 V節は，公共財供給に関 L 上で述べた便益尺度に関する議論を特にN節

との関連で展開するo 最後に， VI節は結語とする。

II モデ)~

次のような経済体系を想定する。当該経済には，最終需要部門として家計あ
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るいは消費者部円生産供給部門として民間部門，公益事業部門〈公企業〉と

公共財供給部門が存在する。取引される財またはサーピλ の流れは第1図の通

りである。すなわち，民間部門と公益事業部門は，それぞれ消費者の供給する

生産要素(同ーの種類が 1種類〉を投入L 最終消費財および公共財生産のた

めの中間投入財を産出する o 公共財供給部門はその中間投入財を用いて公共財

(単純化のため 1種類とする〉を生産する。以下，各部門について詳しく述べ

る。尚，以下で用いる関数は必要な階まで微分可能とする。

第 1図

最終消費財(m)

生産要素(1)

中間投入財(k ) 

公共財供給部門
公共財(日

生産要素(1)

消
費
者
部
門

中間投入財(1 -k) 

最1冬消費財(n-m)
公訴事業部門

生産要素(1)

〈注) ( )内は財・要素D種類の故

消費者はs 全部でH人存在し，消費者hは厳密に凹の効用関数

U'==U'Cu， x¥ v) h=l，ー ，H

Lh:消費者hの供給する生産要素(スカラー〉

計三(x，ヘ ー ，x.勺 消費者hが需要する消費財ベクトノレ

U 公共財の供給本準〈λ カヲー〉

をもっo ここで各変数は.Lh>O， Xh>O， V>Oで定義され，また，au'/auく0，

aU"/oxf>o (i=I， ......， m)， oU"/ov>Oとする130 伎は，予算制約

1) 通常，生E主要素や中間投入財を負で定i主主することが多いが，本摘では，それらの数量は全て正
で扱号。



80 (184) 第 140巻第3.4号

pxh-PLL"=rh h=l，ー ，H (1) 

PL:消費者の直Eする要素価格

P''" (P" """， P.) :消費財ベクトノレがに対応する消費者価格ベグ

トノレ

rh :消費者 hの受けとる要素所得以外の一括所得あるいは徴収され

る一括固定額税

に従い，効用極大化する。消費者hの主体的均衡条件 U，'/UL'=P;/PL i= 

1， nを解いて消費財の需要関数および生産要素の供給関数

Xih=X;h(p， r"， v) 

L島 五LCp， r¥ ψ〕
h=l， ・・ ・ー ，H

を得る。また，予算制約式(1)から

Z民ν山f件.+.-". 且伊 oLλ

π 日伊 oU 托 ox.' oL' 
JZLPJすす-pqr=1 25F弓す-PL-o':;， =0 

(2 ) 

i=l， .-.. n h=l，・".・，H
H 

が成立する。なお Xf=L: X;hとあらわす。

民間部門は，消費者から要素 uを需要し，消費財 Xr， X".(聞く?のお

よび公共財生産に投入される中間投入財 Yt. Ykを生産する。民間部門は

生産において規模に関する収獲非逓増の特徴をもち，生産制約

U=F(x" ・・ ， X".; Yl， ・・ "， y，) 

に従い，価格受容者として利潤

伺是

π=I: SiXi+'L: s/)!j-sLLf (3 ) 
':"，1 ;=1 j=l 

SL:民間部門の直面する要素価格

S; 消費財 X; (i=l，…ーー，m) の生産において民間部門が直面す

る生産者価格

内 中間投入財 YiCj=l，・・ー ，k)の生産において民間部門が直面
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する生産価格

を極大化する。利潤極大化条件は，
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aF s， aF 
it=石 i=l， 間 7t=万---;j=l， ・・ …， k (4) 

により与えられる。

公誌事業部門は，民間部門と同様， 消費者から要素 uを需要L 消費財

X"'+h ー， ι および公共財生産に投入される巾関投入財 Yk-t-b ・・ ， y，を生

産する。ただい公益事業部F:は，生産制約

Lg=G(Xm+l， .7:向 Yk+l， ・ ，y，) 

に従い，制度的に与えられる収支制約

1:; p，xι+I:;. _qjyj-pLL~=b 
i=m+l 円 H

に服する。

qj :中間投入財ゎ(j=Hl，・"， l)の価格

b :制度的に設定される目標利益〔損失〉額

最後に，公共財の生産は，生産制約

(5) 

(6) 

Uニ E(y，Lつ Eは準凹関数 (7) 

y= (y"・・・ ，Yt) 民間部門， 公益事業部門から購入する中間投入

財ベグトノレ

L':公共財供給部門が消費者から需要する要素の量

に従う。公共財供給部門は，財源の調達において(一括税の補填を別にすれ

ば〕間接税を用い，公益事業部門とは独立の予算制約

五(p，-S，).T，+員(q.1-s，;)Y j-qy -LLpe=C (8) 

C 制度的に設定される目標純収入(損失〉額

に服する。中間投入財に対する需要は，所与の水準の公共財 U に対して費用最

小化するような組合せが選ばれるとする U すなわち，費用 qy十tLLeは， (7) 

の制約の下に最小化され，投入財および要素の需要関数
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yo=y;(q， PL. v) 

L"=Le(q， tL.り)

が得られる。

このような設定のもとに，政府は，以下で定義きれる社会的厚生を最大化す

るように，公共料金，間接税，公共財の供給水準を決定するが，同時に所得の

第 140巻第3.4号

i=l， ー，1 (9) 

再分配を行う。消費者の提供する要素の需要均衡

L: L'=L'+L'+L' (10) 

に注意し， (1)， (3)， (6)， (8)を考慮すると

π
 

+
 

c
 

+
 

'o 一一
h
 r

 

H
ヤ
ム
]
炉

(11) 

を得る。 (11)は，公益事業および間接税収の(目標)純収入または純損失と，

民間部門で生じた利潤が全て家計に配分きれるととを示している。従って，所

得 r の再分配は， (11)を満たす限りにおいてなされる九ここで重要なこと

は，要素の需給均衡式(0)とあわせて消費者，公益事業部門，公共財供給部門

のそれぞれの予算均衡式((1)， (6)， (8))が成立すれば， (11)は必ず成立

することである(ワノレラ旦の法則〕。それ故，次節の最適化問題では(11)の明

示的な考慮、を省くことができる。

なお，本モデノレにおいては， ニュメレーノレ財に家計の提供する生産要素Lを

選び，これは非課税であるとする。すなわち，

pL=sL=l 

と仮定する。

III 社会的最適化

前節の設定の「で，次の社会的厚生最大化問題を得るヘ

2) Dretze and Marchand (1976)参照。

3) ここで，解D存在.最大化。z階。条件は成り立っと仮定する。また，各制約条件の』全変数
の偏徴時散のベクトルは 1次独立でああとする。すなわち，制約想定は満たされているとする。
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H 

Max .1:. AU[Lh(ρ， r¥ V)，"-Xh(p， r". V)， vJlh~O 
1う.r'， q， V ，，==1 

h=l， ......， H 

Subject to 

〈α L:PX;+ Z; qjYj-G(Xm+b ...・， X，，; Yk+l， ・，y，)=b 
月 刊 j=k+l 

(F〉 291Zl E q出 π-F(x" ・，X，，: Yi> ・・ ， y，)-L'(q， η)=c 

H 

(r) L: L"(p， r¥ V)-F(Xlo ......， X.，.; Yt. ......， Yk) 

-G(Xm+l.・…，x匁 Yk+lo・ ，y，)-U(q， V)=O 

α， s， rは各制約式にかかるラグランジュ乗数でここでは非負で定義するヘ

(α) は公益事業部門の収支制約 ((5)，(6))， (戸〕は間接税収の収支制約

((3)， (8))， (r)は要素の需給均衡条件(10)である。

1階の条件は以下の通りである。

!f.， lh{ aUh dLh _'-~ oU" ôX/'\~ 1_ oG ¥ QX 
JPihuhzr高官石7芳子!+~o~H\Pj一石~!布

r .""1 i!F¥ax， i!nl 
十月L町+，~， ¥pj 百五-;!京高」

rι iJU ι i!F ox， .;; i!G i!x，l ハ

十 rLと巧7-A3Z万口町石工万了J=V
!f.， lh{dUh_dV' !~ßUh a伊 h¥ 

，omC!，:)..." h'f， .1' ¥百万;一+JEB丈，.-可:;! 

十α(ZE1=弘(ゎ-~;，)な]十月[主 (P3-35)昔←む
r J!， au g!， i!F i!x， ;c， i!G i!x， l 

+rL~，万;-EEL 百五:一五五7京J=

，1i!U' i!L' 句 i!U' iJx;' ¥ ， _. ;， 1. iJG ¥ iJx;' 
h_~r.:) H "¥百L'百戸+El可制刊ふ¥p;一百五!

v

i!-;'~ 

4) bとcの値如何によっては， αと戸は員の値もとり得る。 ここでは α，s孟Oのように bとc

が与えられているとする。
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]何一
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必 fi(qJかた ß[~去を十J主q会+長+芸]
r:... oF ov， .!-， oC o、1，oUl 

-rL五百五詰十五1司子J詰+石J=O

J!〉 tα[ぁ+ふ(qj-t~)昔]
山山一一九

0

十
軒

4

私一丸

ι
r
v
t

fh~Z附
一
炉

3

け

tzu町

周

2
4

~

ト

J

+

弘
一
九
批
高
等

町
四
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恥
卸
一
札
附
一
一

r

h
Z
M
h
Z
何
パ
ー

↓
寸
H
Z
M

+α[よか一義)~:' +ム(qj 主)昔]

十点[，~，(P 芸)争-ilq争-3t435-33:]
I "H， dLh .... "!， dF dXi .j， BF O_Vi -:-， oC OXi 

+ rlムE-A百五百-E8577一ふ耳石

よ oCoyj OU1_n 
A巧7瓦石」 υ

これらの条件を整理する。まず，消費者の主体的均衡条件と (2)，および民

間部門の利潤は亜大化条件(4)を用い.(p，) (i=l，・・ ， n)と〈内 (h=l，

H)古、ら

dC¥耳手
ðx;十〔α十 r~=~+I ~pj 百五周「

"-I 8F¥n伊 oii
+(件 r)j~ ¥Pj 百五)京 FdJ=0 

i=l，・4 ・・ ，m のとき d=β

(12) 
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1=m十 1， nのとき d=α

を得る。ここで

である。

品手 ax~h 月伊 .h a手 !!. a手h

方子=万7+zf1芥「ヰアE本ト

h=l， ー H i， j=l， ・，n

。正 Bπ 旦 Bπ1
ap; -ap; /，ヨ arhX 仲

(12)は，所得の存分配を伴った，公共料金または間接税設定の最適条件であ

る。まず明らかなことは，公共料金の限界費用からの請離と間接税賦課が財・

サービスり代替補完関係を通じて資源配分の条件に相互に影響を与えている ζ

とであるo ζの結果は， i次善」の理論と整合的なものであり，また，同様の

結果は，すでに Hagcn(1979]， Atkinson and Stigl山[19自のにおいて得ら

れている。 (2)を公共料金 (i=閉十1， ・ . ~のについてかきか去ると

1. aG¥O.1ト /a手
あ=百五一五芋y-ai つ=~+1 \PJ一石~)百五十/区

志向

B十 γ '"' i. dF ¥ o多 /日み f)~ /8x α十7zElFE E王~) ~区/百五c+戸可~/言語'-ロ)

zニ m十1，..• n 

を得る。 (12)からより明示的に示されるには，他の事情を所与とするならば，

公益事業サーピ月 aと代替〔補完〕関係にある他の公益事業サーヒブ、に限界費

用より高い価格が設定されたり，また公益事業サ一ピ^と代替(補完〉的な

民間財に間接税が賦課されるならば，当該サーピ只 zの価格は，限界費用に比

べて高め(低め〕に設定されるのが望ましい傾向にあるイ同様のことは，民間

財にかかる間接税についても言える。

ところでJ 限界利i匿の項 uft/op，(i=I，......， n) の符弓は一般には確定しな

い。ただし，民間企業の生産者価格が一定である場合には，。正/dp，=0である O

生産者価格が 定でなく，逓増的である場合の最適条件を，特殊なケースにお

いて吟味しよう。消費財需要相互の問に連関性が存在せず，民間部門の生産に
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結合生産が存在しない (dsjdx，=O j手i)場合を考える。(12)を変形して

ぁ-3手 m 可

一一」と~ーニτ了+ z.=m+l. 
p; a+r ij 

(13) 

dF 1 1 
p，-，!.T. τ十五7

p， s干子工工 i=l，・ ，m (14) 

-ß- ---，~ 

ただし， L=-37377 vミ /-~ξ
を得る。(13)は， Ramsey価格の特殊ケ一九で逆弾力性ノレーノレとして知られる

ものである。(l4)は，民間財の間接税率は，補整需要の価格弾力性のみならず，

供給の価格弾力性にも依存することを示している。間接税率は lより小さいと

すれば，ー，>β/C戸+r)が成立Lていることから恥が小さい程，すなわち当該

財の供給の価格弾力性が低い程，税率は高く設定されるのが望ましい傾向にあ

る"。

(14)はまた

。F
一生iZ1A7(1+守長) (15) 

zニ 1，・ー ，m 

とかきかえられる。 (15)によれば，他の条件を所与とすれば，供給の価格弾力

性市z が小さい程， (価格と隈界費用が等しい状態からの〕需要の減少率が高

〈なずっていなければならない。

きて，所得再分間Eの最適条件を検討しよう。我々のモデルにおいては，伺人

の所得は，一括所得移転を通じて再分配可能。edistributable) であると仮定

された。この仮定により，民間部門の利潤の分配を通じて個人の消費，ひいて

は効用に与える直接の影響を遮断し，もっぱら政府当局の所得移転により各個

人の効用水準へのイ γパクトが調整される。すでにE節で述べたようにこの所

5) 類似の結果は Atkinsonand Stiglitz [1980Jにおいて得られている。
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得移転は， (11)の予算均衡式(分配部門)を満たしながら再分配の調整を行う。

(〆)から

，PUh 

.A，"'Uh! (16) 

i. aG ¥ iJ伊， '" i. iJF ¥ iJx，' ， ̂  iJπ 
r 〈α+r:ふい-iJx，)す一(;9+7)，~， ¥P.-羽詰+β百戸

川叫=弘(p，一号)事一〔戸+7拾いd-fE)客五ZE
h， h'=l， ・ ，H

を得る。(16)の左辺は，限界所得移転による個人hと h' の「再分配ウェイト

の暗黙比率 (theimplicit ratio of redistributive weigh恒)J"であり，右辺

は，限界所得移転に伴う社会的費用の比率である。公益事業部門および間接税

収の収支制約が存在せず，全ての財・サ一ピコえに限界費用価格が成立している

ときには，社会的費用白比率は 1になり，従って r再分配ウェイトの暗黙比

率」が 1に等し〈なるよう所得移転するのが最適である。一般には，(1めから，

公益事業部門の収入および間接税収に対する貢献の大きい財に対して限界的支

出が大きく，また，民間部門の利i問ヒ貢献する財に対して限界支出の小さい個

人の方が， (最適点においては〕限界社会的重要度とユュメレーノレ財の限界

(不〕効用の積 -J.hULhが相対的に小さくなっている。従って J
)..h=J.，hIであ

り，また hと h'が逓減する同ーの所得の限界効用曲線をもっているときに

は，上で述べたような個人〔例えばh)の所得の限界効用が (h'に比べ)相対

的に小さいところで最適が達成され，それは hが h'に対して相対的に有利

な所得分配をうけるべきことを意味している。

IV 中間投入財の価格設定と補助金の配分n

自由に使える一括固定額税は，所得分配の公正と資源配分の効率性を同時に

6) Dretze (lud Marchand. op. cit.， p. 71 

7) ここで0補助金は 正，負，ゼロ円L、ずれの値もとり得るとする固
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達成できる政策手段であるがm， 本稿のそデノレにおいては，一括固定額税は，

分配面において完全に利用可能であるものの，効率面では，目標純収入額 b，

Cが制度的に決定されることにより， (一括固定額税の〕利用額に制限が存在

したり，望ましい額を超えて利用される場合が存在する。このように一括固定

額税の利用可能性り自由度に制約がある場合において，消費財の価格設定につ

いてはすでに検討したロ他方，中間投入財は，公益事業部門と民間部門から公

共財供給部門に流れるが，この取引が限界費用価格で行われるか杏かは，一括

固定額税に基づ〈各部門への補助金の配分が大きく関わフてく畠 o 従ヮて，本

節では，中間投入財の何格URW費用の誰離を，この補助金の配分との関連で

検討する。なお，本節以降，公益事業部門と民間部門の供給する中関投入財を

それぞれ公共投入サーピ只，民間投入財と呼ぶことにする。

まず，(q，)について

'-，日、 av¥
L: I q;云テ+ョー)=0 i=l， 
J司、 aq， oqi I 

を用いて変形すると

是 oF、。ゎ'-， oG¥av I " arr 
(戸+r)J;(q; 可j古+(α +r)j~~H(q，一副詰-ß百=0

i=l，・ ，k
(17) 

~ oF¥f!，;.，.，.j， aG¥o，; ^ò~ 
(月十r〉jEqJ一百五j古 +(α+r)ぶl(q，-布)苛 β可'-=-(α十月)y;

i=k+l，ー， / 

を得る。(17)において， α =ß=O， あるいは α =ß かっ ò~/aq， =O(i=l ， ・

/)が成りたつような状況を想定しよう。(17)をも-oF/oy，(j=l，"""， k)， q， 

-oG/oy，(j=長十 1，・・， /)を未知数とする一次方程式とみて係数行列 (fly;/

oq，)が正則であるとすると

oF oG 
q;=ヨ i=l， ー， k qj=~て i=kl-1 ， "''''， / (18) 

-.7' ~，)' i 

8) 本間正明(1982)参照治
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なる結果が得られる。すなわち，中間投入財は全て限界費用価格で供給するべ

きである。

ここで α=sの含意を採ろう o すでに述べたように， 政府は， 公益事業部

門の純淑入と間接税の純収入の目標額を設定するが，これは一括固定額税(あ

るいは補助金〉を用いて得た収入(支出)をもとに，公益事業部門と公共財供

給部門の聞で補助金を割り当てることに等しい930 乙のことと， ラグランユ/ユ

乗数の意味から， α=戸は，公益事業部門への補助金の限界 1単位を，公共財

供給部門への補助金として移転する，あるいは逝に，後者から前者へ移転する

ことが， (最適点において)社会的厚生を変化きせない ζ とを意味している 10)。

従って， α=sは部門間における補助金配分の最適性を示Lていi5t害弓とと

ができる。また， α=β=日となる土きは，一軒固定額税が完全に利用可能な

状況に相当する1D。

以上から(18)の結果は次のように説明される O まず第 1のケースとして，

一括固定額税が完全に利用可能である場合，また第2のケースとして，一括固

定額税の利用に限度が存在する場合でも，中間投入財の価格変化により利潤が

影響を受けず，部門間において補助金配分が最適である場合には，公共財生産

のための中間投入財は，限界費用価格で取引されるのが望ましい。

しかしながら部門聞における補助金配分は，政治的折衡や制度的慣行で決

まるとすれば，必ずしも最適ではなしいずれかにかたよることも十分に考え

られる。もし，注10)の W(b，c)が (b，c)の準凹数であるならば， α>戸の

とき，公益事業部門へ配分される補助金は，社会的厚生の観点から相対的に過

小であり，公共財供給部円へ配分される補助金は相対的に過大である由。 α<

の つまり! 各部門に損失をゆるすとするなら Cb，巴くの，一括固定額税による損失補担額すなわ
ら補助金の割り当 Cは b， -cであらわ苫札る。ただし，政府の設定する目標額といっても!
制度的に与える額であるのでモデルにおし、てはあくまで外生である。

M 

10〕 W=EPUhとし， W~JCb， 0) とかく。 δW/δb~ ーα， àW/àc~-ß であり， また， b+c= 

一定町制拍の下で W(b.c) ;y.最大イkすれば ーα=θW/θb~àw;ac~-ß が得られる。

11) aw/ab~aW;ao~O だから bとcは「最善」の解を達成Fるi直に設定されてし品。
12) Wが準凹関数ならば，等厚生山県は次回のようにかける。 α ~ß ，ヒなる (b，のの車跡を境ノ
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点のときは全〈逆のことが成立する。ここで限界利潤は無視し得るものと仮定

しよう。(17)が， (月十r)(qj-DF/Dy)α=1，・ " k)， (α+r)(q，-DG/Dy;)α 
=k十1，・・・， 1)を未知数とする一次方程式とみたときの正則な係数行列 (OYi

/oq.)は， 公共財生産の関数Eの準凹性から負値定符号である。この係数行列

の対角要素が負，非対角要素が非負であるとき，すなわち，中間投入財は，全

て代替財または独立財であるときを考える。もし， α>ß(~O) ならばs 方程

式体系(17)の解は非負になる山。すなわち，

DF _ ̂  . ， DC 
qz B372=oz=I， Fj  qE B3zzzot=h+l，・，1 (19) 

となる。ただしI i=l， kおよび i=k+1，・・・ ，1のうち，それぞれ少く

とも 1つは不等号が成立する。(19)は， (等号で成立する財はlJlJにして)民間

投入財には間接税が賦課され，公共投入サーピスは，限界費用より高い価格で

供給されるのが望ましいことを示している。他方，s>α(孟のならば，逆に

(17)の解は非正になる。つまり， (19)の不等号の向きを全て逆にした結果が得

られる。それは，民間投入財には間接補助金が賦与され，公共投入サーピ旦は，

限界貿用より低い価格で供給するのが望ましいことを示している。

ところ，公共投入サーピ九のみに対象を限定した場合，価格が限界費用を下

、にし亡 a>，8とα〈戸田領域に分かれ』 α>sの領域では， b十c=cc回し由直線に沿って補防
金主公共財供給部門から移転することにより社会的厚生が両くなる。 αく:sは逆り事転が社会的

厚生を高める。

h+~~('onst aくβ α=β 

α>戸
等厚生曲組

13) 奥野信宏(1975). 二階堂副包 [1965)参照。
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囚らないケースは上記の場合以外にどのような場合があるかを考えよう。例を

2つあげよう。次の 2つのケースは，方程式体系(17)を満たし，それぞれの係

数行列において，対角要素は負，非対角要素が非負になっているとする。

日制iJv， av7.!-， OV J ー 1-" ，，( oF¥ 
百if， uE，ーすすい，詰 II (s+r)¥q，一百)

oF、
ー Cs+川q，一万Fj

i!F ¥ Cs十r)(q，+，一方士プー)、 VY.+1 / 

oF¥ 
Cß+r)(qι~~ ) 、 VYkl

i!G ¥ 
(α十r)(qk+1- "~，~-I 

、りk+1I 

-E。Y示'- … ， 克ay，子' ヲi!y面兵子2 ・・ ・， 可83J2 

企oq匹Lfa---' -EaqLzH' 主B白主Hi".. 企Bqr+Li 

生L
iJql' 一生L 金主L

aq， ' aq， 生L
aq， G

↑山

内

U
胃

U
I

Q
A
 

〕w
d
 +

 
α
 

(
 

(20) 

317， ，佐託子， ， -37fu--(F+ρ (ql-~:') 一

oy， 
百五'

一号~!....
oq，十

。'y，
ー百石

。
O 

-(α-s)y，十1
l "i，i~k 

』一〔αーのy，-1 

昔 話ァ昔II一(月+ρ(臨む

aBqyHh 1'aByq朴h十11''a8qye+z1 (α+T〉(qH1-E:1)

一言f 智 告と (α+r)(q，-(菩)
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。
。

ー〔α-s)yw (21) 

』ー〔α-s)y，ーl

(20)の係数行列は，(dyjoq，) の第 z行と第 s列の符号をかえたものである O

(20)の係数行列の非対角要素が非負であると止は，(oyjoq目=oy';oq;であるこ

とに注意すると)民間投入財 zとその他の中間投入財は補完財の関係にあり，

i以外の中間投入財同志は代替財であることを意味する。他方， (21)の係数行

列は，(iJyjoq;)の (i，j)成分およびα，i)成分 (i=k+1，......， 1 j=l， 

のの符号をかえたものである。 (21)の非対角要素が非負であることは，民間

投入財は全ていずれの公共投入サービスとも補完財であり，民間投入財同志，

公共投入サービス同志はそれぞれ代替財であることを意味する。 (20)，(21)の

の係数行列はいずれも ，(oyjaq;)が負値定符号性をもつならば，負値定符号

である叫。従って， α>sのとき，方程式体系(20)および(21)の解は非負であ

る。すなわち， (20)に対して

fJF 
qι二三

iJy; 
fJF 

z"=1， ......，ー1，i+l， k， qi三万子

。G
q，ミ万 i=長十1，---

また， (21)にj吋して

。F
q;亘万; i=l， ・・ ，k

。G
u三 i=k+l，. .= oy， 

(22) 

(23) 

14) (oy，/oq.)の第 l行と第 i列D全ての成分の符号をかえても， それによって得られる行列の主
座小行列式は.(oy，/δq，)の主座小行列式と(符号を含めて〕同じ値をとる。 そして.(21)町係
数行列抗同じ番号町行と列について併号脅かえる操作をぐり返すことにより得られることを
考えれば，やはりこれの主座小行列式も CaYJjaqj) の主座小行列式と同じ値をとる。 これから
COYJ/oq，)が負値定符号であれば， (20)， (21)の係数行列も負倍定帯号であるのは明らかである，
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が成立する。いずれも ，i=k+l， • tのうちで少くとも 1つは不等号が成

のときは，逆向きの不等号が(22)と(23)において成立す立する。また， αくF

ることは明らかである。この 2つの例は，公共投入サービスの価格と限界費用

の需離が α とFの大小関係と一意に対応する状況であるが， このような状況

は上の 2例以外にも存在することは容易に見当がつく。この公共投入サーピ只

の価格設定と α，sの大小関係との対応が与えられるための十分条件として，

上の 2側を含む一般的な状況を述べると以下のようになる。すなわち，公共投

入十一ピ月は必ず相立に代替財または独立財であり， 民間投入財においては，

全℃の公共投入サーピλ と補完財または独立財である財と， 全ての公共投入)リ

ーピスと代替財または独立財である財にわけることができ，前者に相当する民

間投入財同志あるいは後者に相当する民間投入財同志は代替財または独立財で

あるが， 前者と後者の間では補完財または独立財の関係にあるような状況であ

与。 これを状況CI-呼ぶことにする。

中間投入財の価格設定ほ，次節で検討する公共財の便益尺度に影響を及ぼす

が，特に状況Cの下では，この価格設定を通じて，公共財の便益尺度と補助金

配分との関連が明確な意味をも勺て〈るのである。

V 公共財の最適供給

公共財の最適供給条件を求めよう。消費者の条件(2)を考慮し，

ひっから適当に変形整理して

r !l，.". "" f . oF ¥ ox 
MC"=s午子五，v'+，;:，(Pι- (j討す

川よv ム iJG 、o.r α--8 !-. I お戸、 aの

ヴ北~~+，lp，百討すサザz玉L11qz 副首
を得る。ただし，

~ oF ov 
MCu=51可;詰ι

Vh
= -Uv" /ULh 

十土 3G aY.~..L 3L' 戸~1-#. .âv~+百τ

h=l， ，H 

(v) と

(24) 
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位。x， !i. __L OX/' 
£=芸子+:1::'V''';、'~i=l， n 
υ"(.1 UV  h=l u"(" 

であり，また，

Z=J22z主宰L+JSAyz示会=0

を仮定している。

まず最初に，一括固定額税が完全に利用可能であり，財・サーピ旦および要

素の取引は全て限界費競征格でなされ，間接税は全〈賦課されない場合を考え

る。このとき

H 

E1VA=MCu (25) 

が成立し. (24) は Samuel~on の条件に帰することが容易に確認されるの (25)

を Atkinsonand Stern [1974J にならい. I伝統的ノレール (Conventional

Rule)J と呼ぼう。

きて，税手段において一括固定額税の利用に限度があり，資源配分に歪みを

与える (distortionary) 間接税が用いられるとき，公共財の最適供給条件は，

(25)で示される「伝統的ルール」とは当然異なる。これに関して，古くは

Pigou [1947]'"により指摘され，その後. Diamond and Mirrlees [l971J. 

Dasgupta and Stiglitz [1971]， Atkinson and Stern [1974). さらに King

[1985J を通じて，最適解における便益尺度 (benefitmeasure) と限界費用

(限界転形率)の関係が厳密に検討されてきた。そこでは(公益事業部門等は

存在せず，間接税の予算均衡式のみが制約条件として考慮されるが)(l)間接

税による歪みを伴う「次善」的な体系り下において「伝統的ノレール」の採用が

公共財の過大供給をもたらすか否か， (2) i次善」的体系での公共財の最適供

給水準と「最普」の体系での公共財の最適供給水準との比較，の 2つの観点で

論じられた。ここでは(1)の観点に焦点を絞ろう1九百gouほ. I次善」的体

15) 日gou11947J pp. 33~34 
lめ (2)の観点、では， Atkinson and Stern (1974)，あるいは， Atkinson and Stig1itz (1980Jが

厳密に分析している。



公共料金，間接税の設定と公共財供給 (199) 95 

系での「伝統的ノレール」の採用は，間接税賦課による資源配分の「間接的損害

(indirect damage) Jを無視しているので，真の便益を過大評価し，従って公

共財は過大供給になることを示唆した。 Diamondand Mirr1ees. 

第 2 図

XV"，MCψ 

h~J MC， 

H
U
M
 

M 

XV九十d
九~1

。
(注)sは，資源配分の歪みに伴い，便益尺度に付加する項

U 

Dasgupta and S6glitz， Atkinson and Stern， Kingは，それぞれ，伝統的ノレ

ールは， Pigouの示唆のように，真の便益を過大評価するとは限らず，異なる

ケースがあり得ることを示した山。我々の想定している経済体系は，独自の予

算制約に従う公益事業部門が存在する点で上であげた論者の体系とは異なるが，

我々のモデノレにおいても「伝統的ノレーノレ」に対して(24)の右辺で示される便益

尺度がどのように改定されるか見てみようlB'0 (24)において α，s， r>Oであ

17) Atkinson and Stern [1974Jによれば， (1)課税される民間消費財が，公共財と粗補完性を示

す場合， (2)家計。~j究所得白卜昇が租税の純取を減らす場合に Pigou とは過のケース日生じ

得ると Lた。また， King (1985)は，公共財供給白最遁条件を，最適間接税の Ramseyル ル

の双対問題。解として吉え， (1)公犬財への支払意志 (willingnes8to pay)に対する課税勘果，

(2)分配効果"'2つが便益尺度に影響を与えるとした。

18) (24)の左辺の MC，につい亡注意タることがある。中間投入財の取引が限界費用と語離した価

格でなされるときには，生産目効率は達成されない。すなわち，経済全体の集計的生産可能性フ

ロンティアの内部で生産が行われる。従ってI MC，は， Lとむの限界転形率とは厳密には異ノ
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るとしよう。 σ，s>Oは，それぞれ公益事業部門と公共財供給部門への予算配

分が十分でないことを示L，r>Oは，消費者の保有する生産要素が稀少であ

ることを示している。従って，r!s十Iくl となり，これは便益尺度を (1伝統

的ノレール」に比べて)低めに改定する効果をもっo また，右辺の第2;買は，最

適点において，公共財と代替関係ある民間消費財に課税されるならば，便益凡

度l土低められなければならないが，補完関係にある民間消費財に課税されるな

らば，便益尺度は高められる傾向をもっ。後者の効果が十分大きいとき，全体

として便益尺度は高くなる可能性が存在し， A tkimsOll and Stel-n らの主張す

るように， Pigouの示唆は妥当しない則。右辺の第3項は，公益事業サービス

と公共財の連関性を通じた効果を表わし，第 2項についてなされたのと同様な

議論が成立する。ただし，公益事業部門と公共財供給部門がそれぞれ独立の収

支制約をもっと土や反映し，掛かっている乗数 α+r/s+rが異っている。右

辺の第2項と第3項は，公共財供給の増加が，それぞれ，民間消費財と公益事

業サーピ兄の，補整需要に基づ〈税収や公益事業収支に与える効果をあらわし，

この効果が正(負〕のとき公共財の便益尺度は高め(低め)に改定されるとみ

ることができる。最後に， (24)の第4項であるが，これは，公益事業部門と公

共財供給部門が独自の予算制約に従うというそデノレの特徴を最もよ〈反映した

項である。中間投入財 y，は，少くとも最適点の近傍では全て正常投入財であ

るとしよう (ay.;ゐ>0 i=l，・・ ， n)。この項の符号は，一般にほ， α と F

の大小関係と各投入財の価格と限界費用の訴離の様々な組合せによりいずれの

場合にもなり得る。ここでは， IV節の状況Cが成立しているとしよう o このと

き，公益事業部門と公共財供給部門の聞で最適な補助金配分がなされず，後者

に相対的に過大な補助金が配分されるならば〔α〉戸)，公共料金(公共投入サ

ーピ只の価格)は限界費用主下回らず (q，孟aG/ay;i二 k十1， ・ 1)，少くと

¥なるものである。
19) ここではz代替効果のみを考えた代替性補完怯による効果であ司て， Diamond and Mirrlees 

やAtkinsonand Sternらの担代替性粗補完性による効果とは異なる。これは，我々 自モデル
亡所得D再分配が最適になされるためであるo
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も1つのサーヒポスは上回るので，右辺の第4項は，便益尺度を上方に改定する

よう作用するだろう。他方，公益事業部門に過大な補助金が配分されるならば

(α<s)，公共料金は，限界費用を上回らず (q;話。c/ay;i=k十1，・・・・， 1)，少

くとも 1つのサーピλについては下回るので，やはり，右辺の第4項は，便益

尺度を上方に改定する効果をもつだろう o ζの経済的意味は次の様に説明され

る。すなわち，公共投入サーピニベの価格が限界費用より高く希離する乙とは，

公共財の供給増加が，公益事業部門の事業収益に貢献し，公共財供給部門の支

出の負担を重くする効果をもつが，公益事業部門が不剥な補助金配分をうけて

いることから 3 公益事業収益増加の社会的価値は，公共財供給部門の玄出増加

の社会的価値〔絶対値)世上回る。従って，便益尺度は，公共財供給が促進さ

れるように改定するのが望ましい。他方，逆に，公共投入サービスの価格が限

界費用より低〈訴離することは，公共財の供給増加により，公益事業部門の収

益を減少させ，公共財供給部門の支出を軽減する。公共財供給部門が不利な補

助金配分をうけていることから，公益事業収益減少の社会的価値(絶対値〉は，

公共財供給部門の支出減少の社会的価値を下回る。従って，この場合ふ便主主

尺度は，公共財供給が促進されるように改定するのが望ましい。 (24)で注意す

べきは，民間投入財に賦課される間接税あるいは補助金が，便益尺度に全く影

響をもたないことである。これは，公共財供給部門の中において，公共財の供

給増加に伴う民間投入財の購入による税収の増大と購入支出の増大(あるいは，

補助金支出の増大と購入費用の減少)は相殺されてしまうことを考えれば明ら

かであろう。結局，右辿の第 4項は3 部門聞における補助金配分が最適でない

場合には，いずれのケ スにおいても便益尺度を高める傾向にあると言える。

無論， (24)が全体としτ「伝統的ノレーノレJ(25)をどのように修正するかは各項

の大小関係に依存する。しかしながら，我々の想定した特殊な状況を含む経済

体系を認めるならばJ Pigouのいわゆる「間接的損害」以外に，公共財供給の

「間接的利益」とも言うべき要因がより明確な形で存在していると言い得るだ

ろう。
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従来の公共財供給を合む最適間接税のモデルでは，補助金配分の影響の生じ

る余地は存在しない。本稿l:t，公共財の最適供給条件は「伝統的ノレーノレ」との

比較において吟味されたがJ 従来の最適間接税のそデノレにより得られた公共財

供給の最適条件との比較も直ちに可能である。我々の得た公共財供給の最適条

件は，公共料金(消費財〕収入の効果を別にすれば，補助金配分り歪みの影響

により，特に状況Cの成立するときは，間接税収の効果のみを含んだ便益尺度

は，明らかに上方に改定するのが望ましいとする見解が成立する。このことは，

現実に公共財供給の最適ノレールを適用する場合に一つの示唆になり得るだろう o

ところで，公共財供給の最適条件(24)は，実は，公共料金や間接税が最適に

賦課されzこ左を必要左しない。事実， (24)の導出には，所得移転の最コ富条件

がかかわっているのみである。そして.公共料金と間接税の設定が最適でない

場合には，補助金配分と中間投入財の価格と限界費用の話離の対応はもはや期

待できず， (24) の右辺の第 4~買は，状況C のような特殊ケ-?-においても符号

はいずれにもなり得ることを注意Lておきたい。

(1986年7月〕
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